
様式第1号(第5条関係)

公益財団法人　東京都中小企業振興公社

　　理　　事　　長　　殿

　下記のとおり助成事業を実施したいので、別紙の書類を添えて、助成金の交付を申請します。

1 申 請 テ ー マ （20文字以内）

※採択時には一般公開されます。

2 助成金交付申請額 円

3 事業終了予定年月日

代表者

東京都●●区●●１－２ー３

（役職）

（氏名）

代表取締役

●●　●●

名称

令和10年7月31日

株式会社●●●●

所在地

令和８年度
ゼロエミッション推進に向けた事業転換支援事業（製品開発助成）

助成金申請書（単独申請）

10,920,000

記

●●●●●●●●●●●● 　の開発

所在地 都道府県から申請書正確に記載してください。

名称 法人格も略称にせず、記載してください。

２０文字以内で入力してください。

なお、「申請テーマ」は採択後、一般公開されます。

事業終了予定日を記載してください。

※契約、取得、支払いが完了する日付を記載してください。

申請書記入例

1



１

(1)　製造業、ソフトウェア業、情報処理サービス業、その他業種

資本金の額又は出資の総額が3億円以下の会社又は常時使用する従業員の数が300人以下の会社及び個人

　　 ※ゴム製品製造業(自動車又は航空機用タイヤ製造業及びチューブ製造業並びに工業用ベルト製造業を除く)

資本金３億円以下又は従業員900人以下

(2)　卸売業

資本金の額又は出資の総額が1億円以下の会社又は常時使用する従業員の数が100人以下の会社及び個人

(3)　サービス業

資本金の額又は出資の総額が5千万円以下の会社又は常時使用する従業員の数が100人以下の会社及び個人

　　 ※旅館業

資本金５千万円以下又は従業員200人以下

(4)　小売業

資本金の額又は出資の総額が5千万円以下の会社又は常時使用する従業員の数が50人以下の会社及び個人

２

(1)　大企業が単独で発行済株式総数又は出資総額の２分の１以上を所有又は出資していない

(2)　大企業が複数で発行済株式総数又は出資総額の３分の２以上を所有又は出資していない

(3)　役員総数の２分の１以上を大企業の役員又は職員が兼務していない

３

４

５

６

７

８

９

10

11

12

13

12

本申請と同一テーマ・内容で公社・国・都道府県・区市町村等から助成を受けていない。

事業税等を滞納（分納）していない。

過去に公社・国・都道府県・区市町村から補助金・助成金の交付を受け、不正等の事故を起こしていない。

過去に公社から助成金の交付を受けている者は、本助成事業への申請時点までの、当該の助成事業で定める報
告期間の全てにおける「企業化状況報告書」や「実施結果状況報告書」等を未提出ではない。

民事再生法又は会社更生法による申立て等、本助成事業の継続性について不確実な状況は存在しない。

「風俗営業等の規制及び業務の適性化等に関する法律」（昭和23年法律第122号）第２条に規定する風俗関連
業、ギャンブル業、賭博等、支援の対象として社会通念上適切でないと判断される業態を営んでいない。

連鎖販売取引、ネガティブ・オプション（送り付け商法）、催眠商法、霊感商法など公的資金の助成先として
適切でないと公社が判断する業態を営んでいない。

公益財団法人東京都中小企業振興公社
理 事 長   殿

　当社（私）は、公益財団法人東京都中小企業振興公社（以下、「公社」とする。）が実施する「令和８年度ゼロエ
ミッション推進に向けた事業転換支援事業」を申請するにあたり、募集要項の記載内容を全て確認したこと、申請書
に虚偽記載がないこと、下記の要件の全てを満たしていることを確認しました。
　なお、下記の要件に該当しないことが判明した場合には、助成金交付決定の取り消し、返還の対象となること及び
その他公社が行う一切の措置について異議を申し立てません。

記

次の(1)～(4)のいずれかに該当する中小企業者（会社、個人事業者）である。

申請前確認書

「東京都暴力団排除条例」（平成23年東京都条例第54号）に規定する暴力団関係者又は公社所定『(別紙1)反
社会的勢力排除に関する誓約事項』の誓約遵守に反していない。

親会社、子会社、グループ企業等関連会社（自社と資本関係のある会社、役員等又は社員を兼任している会
社、代表者の３親等以内の親族が経営する会社、自社と顧問契約・アドバイザリー契約・コンサルタント契約
等を締結している会社等）との取引に係る経費が助成対象経費に含まれていない。

本助成事業の実施に当たって必要な許認可を取得し、関係法令を遵守する。

東京都内で実質的に事業を行っている中小企業者である。

次の(1)～(3)の要件を全て満たす中小企業者である。ただし、中小企業投資育成株式会社及び投資事業有限責
任組合は大企業とみなさないものとする。

東京都及び公社に対する賃料・使用料等の債務の支払いが滞っていない。

次ページへ続く
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13

14

15

16

● 月 ● 日令和８年

東京都●●区●●１－２ー３

株式会社●●●●

住　　所：

名　　称：

●●　●●

本事業は、製品等の優位性を公社が保証するものではないことを理解した。

本事業は、申請者が主体的に研究開発を実施するものである。

本事業の成果を活用し、東京都内において引続き事業活動を実施する予定である。

代表者名：

上記すべてを確認し、承諾した。

『(別紙2)事業成果の広報活動について』について、内容を確認した。

別紙１及び別紙２、記載要件を全て確認・承諾した上で、

承諾日及び代表者名を記載してください。
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　　※必ずご確認ください。

１

(1)

(2)

(3)

(4)

(5)

(6)

(7)

(8)

(9)

(10)

(11)

２

(1)

(2)

(3)

(4)

３

前各号に掲げる者と次のいずれかに該当する関係にある者（共生者）

反社会的勢力排除に関する誓約事項

助成金の交付申請にあたっては、申請時・助成事業の実施期間内および完了後において、次のいず
れにも該当しないことを誓約する必要があります。

暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号。以下「暴力団対
策法」という。）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）

暴力団員（暴力団対策法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）

　　ニ 前各号に掲げる者に資金等を提供し、または便宜を供与するなどの関与をしていると認めら

暴力団準構成員（暴力団員以外の暴力団と関係を有する者であって、暴力団の威力を背景に暴力的
不法行為等を行うおそれがあるもの、または暴力団もしくは暴力団員に対し資金、武器等の供給を
行うなど暴力団の維持もしくは運営に協力し、もしくは関与するものをいう。以下同じ。）

暴力団関係企業（暴力団員が実質的にその経営に関与している企業、暴力団準構成員もしくは元暴
力団員が経営する企業で暴力団に資金提供を行う等暴力団の維持もしくは運営に積極的に協力しも
しくは関与するもの、または業務の遂行等において積極的に暴力団を利用し、暴力団の維持もしく
は運営に協力している企業をいう。）

社会運動等標ぼうゴロ（社会運動もしくは政治活動を仮装し、または標ぼうして、不正な利益を求
めて暴力的不法行為等を行うおそれがあり、市民生活の安全に脅威を与える者をいう。）

特殊知能暴力集団等（暴力団との関係を背景に、その威力を用い、または暴力団と資金的な繋がり
を有し、構造的な不正の中核となっている集団または個人をいう。）

準暴力団等（暴力団と同程度の明確な組織性は有しないものの、暴力団等の犯罪組織との密接な関
係がうかがわれる者）

匿名・流動型犯罪グループ（SNSや求人サイト等を利用して実行犯を募集する手口により特殊詐欺等
を広域的に敢行するなどの集団）

総会屋等（総会屋その他企業を対象に不正な利益を求めて暴力的不法行為等を行うおそれがあり、
市民生活の安全に脅威を与える者をいう。）

　　イ 前各号に掲げる者が自己の事業または自社の経営を支配していると認められること

　　ロ 前各号に掲げる者が自己の事業または自社の経営に実質的に関与していると認められること

　　ハ 自己、自社もしくは第三者の不正の利益を図る目的または第三者に損害を加える目的をもっ

　　　 て前各号に掲げる者を利用したと認められること

公社に関して、脅迫的な言動をし、または暴力を用いる行為 

風説を流布し、偽計を用いまたは威力を用いて公社の信用を毀損し、または公社の業務を妨害する
行為

申請事業者は、助成金の申請時・助成事業の実施期間内および完了後において、上記の第１項及び
第２項の誓約に反したときには、公社の実施する一切の事業等から排除され、これによって不利益
を被ることとなっても一切異議を申し立てず、公社になんらの請求もしないものとします。

　　　 れること

　　ホ 前各号に掲げる者と役員または経営に実質的に関与している者が、社会的に非難されるべき

　　　 関係にあると認められること

申請にあたっては、自らまたは第三者を利用して次の各号の一にでも該当する行為を行わないこと
を誓約する必要があります。

暴力的な要求行為 

助成金事業において募集要項・交付決定通知書・事務の手引きに定めるところを超えた不当な要求
行為

その他前各号に準ずる者
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　　※必ずご確認ください。

1

2

3

4

事業成果の広報活動について

【成果の発表又は公開する場合の記載例】
　「この成果は、公益財団法人東京都中小企業振興公社の助成事業「ゼロエミッション推進に
　　向けた事業転換支援事業」において得られたものです。」

【事業化・製品化等について発表又は公開する場合の記載例】
　「これは、公益財団法人東京都中小企業振興公社の助成事業「ゼロエミッション推進に向け
　　た事業転換支援事業」において得られた成果を(一部)活用しています。」

　本事業の成果や製品化に係る発表又は公開（取材対応、ニュースリリース、製品発表等）を実施する
際は、電子媒体（電子メール）等により、事前に公益財団法人東京都中小企業振興公社に報告を行うも
のとする。
　特に記者会見・ニュースリリースについては、事前準備を鑑み、原則公開の３週間前に報告を行うも
のとする。

　報告の方法は、文章等によるものの他、電子媒体(電子メール等)による通知を認める。
その際、公益財団法人東京都中小企業振興公社からの受領連絡をもって履行されたものとする。

　公開内容について公益財団法人東京都中小企業振興公社と事業者は内容を調整・合意のもと、協力し
て効果的な情報発信に努めるものとする。

　前項目に基づき発表又は公開する場合において、特段の理由がある場合を除き、記載例を参考にして
その内容が公益財団法人東京都中小企業振興公社の助成事業の成果として得られたものであることを明
示する。
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　１．申請者の概要

フリガナ

氏　　名

役　　職

〒

〒

〒

円）

人 70 人）

売上高 千円
営業
利益

千円
経常
利益

千円

売上高 千円
営業
利益

千円
経常
利益

千円

売上高 千円
営業
利益

千円
経常
利益

千円

1

2

3

　２．事業の実施場所

〒

30,000

4,000

千円

前々々年度 5,000 ▲ 2,000 ▲ 1,500

名称

所在地

主要取引先
(上位３位)

株式会社Ａ 10,000

Ｂ株式会社 5,000

株式会社Ｃ 2,000

●●事務所

東京都●●区●●●●４－５６－７

Ｔ　Ｅ　Ｌ 03-1234-5678

千円

千円

１２３－４５６７

主要製品 ●●●●●●

直近３年間
の業績

前年度

業　　　種
（先に業種区分

を選択）
業種区分 製造業 分類 電子部品・デバイス・電子回路製造業

事業概要 ●●●●製造、●●●●開発

15,000

8,000 10,000

前々年度 3,000

(うち正社員

事業開始

創　　業 ●年　　●月　　●日

資　本　金

1,000,000 円

法人設立 ●年　　●月　　●日 （大企業からの出資 0

役　員　数 5 人（監査役を含む） 従 業 員 数 100

連　　　絡
担　当　者

フリガナ ●●　●●

部署  /  役職 ●●●部／部長
氏　　名 ●●　●●

E - mail ●●●●@●●●.co.jp

連　絡　先
所　在　地

東京都●●区●●１－２－３

ＴＥＬ 03-1234-5678

１２３－４５６７

都内登記
所　在　地

ＴＥＬ ※本店所在地が都外の場合のみ、記載してください

本　　　店
所　在　地

東京都●●区●●１－２－３

ＴＥＬ 03-1234-5678 Ｕ　Ｒ　Ｌ

１２３－４５６７

事　　　　業　　　　計　　　　画

フリガナ カブシキガイシャ●●●●

代　表　者

●●　●●

名　　称 株式会社●●●● ●●　●●

組織形態 法人 代表取締役

首都圏（東京都、神奈川県、埼玉県、千葉県、山梨県、群馬県、茨城県、栃木県）の

実施場所であれば、要件を満たすこととします。
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フリガナ

氏 名

役 職

ＵＲＬ

〒

〒

円 人

分類

〒

３．グループ構成企業

開発・改良等を行わない企業を「グループ構成企業」として申請頂くことはできません。
当該申請に係る審査や検査等において、グループ構成企業にも連絡又は対応を頂く場合があります。
・中小企業グループによる申請の場合は、グループを構成する代表企業以外の全ての企業について記載ください。
・中小企業団体等による申請の場合は、助成事業を共同実施する中小企業（申請団体等の構成員に限る）について記載ください。
　（申請団体等が単独で助成事業を実施する場合は記載不要です。）
・表が足りない場合は、印刷範囲を広げて作成ください。

構成
企業
-1

フリガナ

代表者名　　称

本 店
所 在 地

都 内 登 記
所 在 地

組織形態

ＴＥＬ

連絡担当者

フリガナ

部署／役職
氏名

E-mail

事業概要

事 業 の
実 施 場 所

申請テーマのうち、当該企業が担当する開発、改良、規格等適合化の内容 及び 共同開発等が必要な理由

資本金 従業員数

業　　種

※共同申請の場合のみ記載が必要です。

グループ構成企業の情報をご記載ください。
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No. 年 度

1 令和５年度

2 令和６年度

3

No.
申 請
年 度

申 請 先 助 成 事 業 名 申 請 テ ー マ 助成金額（円）
本申請との
経費の重複

本申請との
内容の重複

1

2

3

4

No.
申 請
年 度

申 請 先 助 成 事 業 名 申 請 テ ー マ 助成金額（円）
本申請との
経費の重複

本申請との
内容の重複

1 令和●年度
東京都中小企業
振興公社

●●助成金 ●●●●●●●●● 5,000,000 円 無 無

2

3

4

●●●●●事業 利用中

　３．東京都及び公社事業の利用状況（補助金・助成金以外）

　基準日(令和８年４月１日)から過去５年間における東京都及び公社事業の利用・受賞状況について直近のものから順に３つまで
記載してください。

※５つ以上ある場合には、特に関連のあるもの４つを記載してください。

利用状況

利用終了

利　用　事　業

●●●●●●●●●事業

※５つ以上ある場合には、特に関連のあるもの４つを記載してください。

　（２）実施中及び申請中又は申請予定の補助金・助成金

　 基準日(令和８年４月1日)時点で、国・地方公共団体等（公社含む）が実施する補助金・助成金のうち、実施中又は申請中又は申請予定
の補助・助成事業について直近から順に４つまで記載してください。

　４．補助金・助成金の利用状況

　（１）受領済の補助金・助成金（過去５年間）

　 基準日(令和８年４月1日)から過去５年間で、国・地方公共団体等（公社含む）が実施する補助金・助成金のうち、受領済の補助・助成事
業について直近から順に４つまで記載してください。

申請にあたっては、以下の要件を満たす必要があります。

✓ 同一テーマ・内容で、公社・国・都道府県・市区町村等から重複して助成又は補助を受けていない（過去に受けたことがある場

合も含む）

✓ 本助成事業の同一年度の申請は、一企業につき一申請

✓ 同一テーマ・内容で、公社が実施する他の助成事業に併願申請していない
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(３)現在実施中又は申請中(予定を含む)の補助金・助成金との比較

No. No.

助成事業名 助成事業名

テーマ名 テーマ名

申請状況 申請状況

事業内容 事業内容

対象期間 対象期間

対象経費 対象経費

成果物 成果物

No. No.

助成事業名 助成事業名

テーマ名 テーマ名

申請状況 申請状況

事業内容 事業内容

対象期間 対象期間

対象経費 対象経費

成果物 成果物

　（２）に記載した「実施中」、「申請中(予定も含む)」の補助金・助成金について、重複助成防止の観点から下記の事業概要を必ず記入し
てください。

●●●●●●●●●

●●助成金

基準日(令和８年４月１日)現在

1 2

3 4

申請中

●●●の開発

令和●年●月●日～令和●年●月●日

●●●費

●●●●装置

「助成事業名」「テーマ名」について、

シート２の４（２）「実施中及び申請中又は申請予定の補助金・助成金」から

自動転記されます。

「申請状況」について、「実施中」、「申請中」、「申請予定」等を記載してください。
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　５．役員・株主名簿

No. 氏　　　名 役　員 株　主
役　職

関係又は職業
持ち株数 持ち株比率

1 ●●　●● ○ ○ 代表取締役 200 66. 7%

2 ▲▲　▲▲ ○ ○ 60 20. 0%

3 ■■　■■ ○ 監査役 0 0. 0%

4 0. 0%

5 0. 0%

6 0. 0%

7 0. 0%

8 0. 0%

9 0. 0%

10 0. 0%

11 0. 0%

- その他の株主 40 13. 3%

300 100. 0%

No. 企 業 名／役員名 従業員数

1

2

3

　上記「役員・株主名簿」の中で、大企業の役員及び大企業に該当する株主がある場合はその情報を記
載してください。

　履歴事項全部証明書に記載されている全役員及び持株比率が７０％を超えるまでの全ての株主を
持ち株比率が多い順に記載し、それぞれの方が該当する欄（役員・株主）に「○」を、役職等の欄に役
員は「役職」、それ以外の方は「申請企業との関係又は職業」を記載してください。
　なお、行は必要に応じて追加していただいて構いません
その際は「持ち株比率」の関数式にご注意ください。

基準日（令和８年４月１日）現在

合　　　計

役員・株主名簿が「履歴事項全部証明書」又は「確定申告書 別表二」と異なる理由

資本金額 業　　種

「全役員」及び「持ち株比率が７０％までの全株主」を多い順に記載してください。

また、「その他の株主」の持ち株数も記載してください。

基準日以降に、役員・株主等に変更が生じた場合には理由欄を記載してください。
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　１．開発、改良、規格等適合化（以下、開発・改良等）の概要

（４）　開発物（改良等含む）の概要（200文字以内）

実　　　　施　　　　計　　　　画

申請テーマ

（３）　開発・改良等を実施する背景、必要性
　　　　　※動機や目的のほか、既存事業や既存取引との関係性も含めて記載してください
　　　　　※文字サイズ9pt以上、下枠内に収まるように記載してください

（１）　開発・改良等が該当する「ゼロエミッション東京戦略 Beyond カーボンハーフ」に掲げる政策（１つのみ選択）

●●●●●●●●●●●●

□
 【政策５】　サーキュラーエコノミーへの移行
　　　　　　　（持続可能な資源利用・プラスチック対策・食品ロス対策の推進）

（２）  開発・改良等と（１）で選択した「ゼロエミッション東京戦略　Beyond カーボンハーフ」の政策との関連性・貢献度
　　　　　※文字サイズ9pt以上、下枠内に収まるように記載してください

□  【政策６】　フロン対策

□  【政策７】　気候変動適応策の推進

□  【政策４】　水素エネルギーの普及拡大

□  【政策１】　再可能エネルギーの基幹エネルギー化

□  【政策２】　ゼロエミッションビルの拡大

☑  【政策３】　ゼロエミッションモビリティの推進

該当するものを1つプルダウンから選択してください。

「ゼロエミッション東京戦略 Beyond カーボンハーフ」に記載されている各政策の取り組み内容や２０５０年のあるべき

姿と助成事業の関係を端的に説明してください。また、今次開発・改良等を行うことによる貢献度も併せて記載してくだ

さい。

自社を取り巻く環境（外部）の視点や自社の既存事業との関係性（内部）の視点も含めて記載してください。

また、具体的な商談（案件）や既存取引先からの開発依頼等がある場合は、相手先社名を含め、その旨を明記してく

ださい。

シート６に開発物の詳細を記載いただくので、概要のみ当項目に記載してください。
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　２．開発・改良等の内容

3次試作

試作物の内容
（最終製作物及び2次以上の試作する場合の試作段階ごとの試作物との違いが分かるように記入してください）

数量 単位 複数製作する場合の理由

2次試作

試作物の内容
（最終製作物及び2次以上の試作する場合の試作段階ごとの試作物との違いが分かるように記入してください）

数量 単位 複数製作する場合の理由

製作数量 単位 複数製作する場合の理由

※開発物等は管理状況を明らかにし、かつ、助成事業が完了した年度の翌年度から起算して５年経過する日まで保存する義務があります。

※開発途中の試作品も記載してください。ただし、試作品に改良を加えて最終開発物を製作する場合の試作品は記載不要
　 （助成事業終了時に残る試作品のみ記載）

※ソフトウェアは原則として数量は「１」、単位は「式」としてください。

（１）　開発・改良等の説明
　　　　※採択日以降に開発する内容の範囲が分かるように記載してください
　　　　※文字サイズ9pt以上、下枠内に収まるように記載してください
　　　　※開発・改良等の目標を達成できる必要最小限の数量とすること
　　　　※シート９に最終開発物のイメージを掲載する箇所が用意されています。

（２）試作内容
　　試作する場合のみ記入してください。

１次試作

数量 単位

試作物の内容
（最終製作物及び2次以上の試作する場合の試作段階ごとの試作物との違いが分かるように記入してください）

複数製作する場合の理由

研究・開発済みの内容とこれから開発することが明白に区別できるように記載してください。

開発によって表現する機能が何であるかも含めて記載してください。

開発する機能を実現するために取り組む活動予定を順を追って説明してください。

（１）の製作数量と、（２）の１次・２次・３次試作物の数量合計が一致するように記載してください。
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（３）　最終開発物のイメージ（イメージ図や画像等を添付）

イメージ図、ＣＡＤデータ、概要図、ソフトウェアの構成図やユーザーインターフェースデザインなどを用い

て説明してください。
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　３．市場性

②①に関して、ニーズがあると判断した根拠（～300字程度）

③（１）のターゲット市場のうち、獲得可能と考えられる市場規模（～200字程度）

（１）　ターゲット市場とその規模（図やテキストを用いて記載してください）
　　　　　※想定される販売先名及び顧客獲得方法も含めて記載してください
　　　　　※文字サイズ9pt以上、下枠内に収まらない場合は広げてください

（２）　市場のニーズ

①市場のニーズ（～200字程度）

ターゲット市場（顧客）やその規模等について、できる限り客観的及び具体的に記載してください。

想定される販売先名や顧客獲得方法のほか、開拓状況（これから開拓するのか、既にコンタクトが取れている

のか）、

想定される取引規模なども含めて記載してください。

既に取引のある販売先については、既存の取引規模や想定される取引拡大の規模などを記載してください。

市場動向やトレンド、市場セグメントなど、または顧客等の顕在ニーズ又は潜在ニーズなどを具体的、客観的に

記載してください。

※申請書Excelシート枠外右の文字数チェックも活用ください。

市場動向や市場セグメントなどの妥当性、根拠、または実際の顧客・取引先から依頼されてる具体的なニーズ

等があれば言及してください。

※申請書Excelシート枠外右の文字数チェックも活用ください。

自社の強み、ポジショニング、獲得できるシェア、自社の供給能力など具体的な根拠も含めて記載してくだ さい。

※申請書Excelシート枠外右の文字数チェックも活用ください。
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①

②

③

（３）　ビジネスモデル図又は販路開拓の手法（必要に応じて、図やテキストを用いて記載してください）
　　　　　※前ページの３（１）ターゲット市場とその規模との関係性を含めて記載してください
　　　　　※文字サイズ9pt以上、下枠内に収まるように記載してください

（４）　収益計画

製品名

製品名

製品名

①助成事業終了後の収益計画 初年度 ２年目 ３年目

売上高

営業損益

（５）　競合製品、類似製品（ない場合は比較対象となりうる自社製品や業界標準等を記入）

②売上高の算出根拠　※価格×数量等の具体的な算式を用いて記入

３年目

２年目

初年度

開発・販売元（企業名等） 主な機能、仕様

開発・販売元（企業名等） 主な機能、仕様

開発・販売元（企業名等） 主な機能、仕様

自社並びに関係する企業等（連携先、委託先、販売先など）との物品や支払いの流れ、その内容（直販、レンタ

ル、ロイヤリティなど）、規模（金額、単価、数量など）の図示等を記載してください（ 販路開拓の手法は、一例とし

て、ターゲットとなる市場・顧客への周知方法、販売ルートの確立手法等）。

価格、数量等の根拠は、前ページ（２）③の獲得可能と考えられる市場規模や、当

ページ（３）のビジネスモデル図などで具体的に記載ください。

競合製品や類似製品について、１項目必ず入力してください。

今次開発するものとの競合や類似がない場合にはその旨ご記載いただき、比較対象となり得る自社製品や

業界標準等を記載してください。
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　４．新規性

開発・改良等を行う製品の技術的な新規性を以下の内容も含めて記載してください。

　①既存技術・製品と比較した技術的な新規性
　②自社既存事業との関連や新規開発要素

　※必要に応じて画像や図表等を用いて記載してください
　※専門用語を使用する場合は文中または文終わりに説明を記載してください
　※文字サイズ9pt以上、下枠内に収まるように記載してください

達成目標に記載する内容と整合性が取れるように記述してください。

（新規性のページと優秀性のページで記述していないことを達成目標に記述しないでください。）

①既存技術・製品と比較した技術的な新規性、②自社既存事業との関連や新規開発要素を含めて記載してくだ

さい。

また、技術的な新規性（①や②も含めて）を自社で実現できる根拠や、他社では実現できない（または自社が他

社に 先んじてできる）理由などもできる限り説明してください。
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　５．優秀性

開発・改良等を行う製品の技術的な優秀性を以下の内容も含めて記載してください。

　①競合製品、既存製品と比較して優位性を示す具体的要素
　②市場・業界等への技術的な波及効果、社会貢献度
　③顧客又は自社へもたらすメリットの大きさ

　※必要に応じて画像や図表等を用いて記載してください
　※専門用語を使用する場合は文中または文終わりに説明を記載してください
　※文字サイズ9pt以上、下枠内に収まるように記載してください

達成目標に記載する内容と整合性が取れるように記述してください。

（新規性のページと優秀性のページで記述していないことを達成目標に記述しないでください。）

①競合製品、既存製品と比較して優位性を示す具体的要素、②市場・業界等への技術的な波及効果、社会

貢献度、③顧客又は自社へもたらすメリットの大きさなども含めて記載してください。

また、技術的な優秀性（①～③も含めて）を自社で実現できる根拠や、他社や競合製品に比較して優位である

根拠、市場・業界等への波及効果の根拠などもできる限り説明してください。

顧客又は自社へもたらすメリットについては、一例として利便性の向上、高付加価値化、コスト削減、自社の

発展 などを具体的に記載してください。
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　６．開発・改良等の達成目標

①

②

③

④

□ □ □ □ □ □

□ ☑ □ ☑ ☑ □

☑ □ □ □ □ ☑

目
標
２

達成目標の内容 達成目標の確認方法

仕様書 図面 設計書 写真 試験報告書 その他（　　　　）

性
能

連続走行●時間以上（通常走行時）

機
能

●●●用電動モビリティとして終日運用するこ
とを前提にした長時間走行の機能を実装する。

達成を証明する予定の書類（複数選択可）

・●●以上の容量がある●●式電池を本体内に
実装する。
・●●の条件下及び●●回以上の測定で連続稼
働時間を測定し、平均●時間以上の稼働が可能
であることを確認する。

目
標
１

仕様書 図面 設計書 写真

達成目標の内容 達成目標の確認方法

性
能

機
能

その他（　　　　）

達成を証明する予定の書類（複数選択可）

試験報告書

目
標
３

達成目標の内容 達成目標の確認方法

機
能

●●●用電動モビリティとして走行ログ機能を実装
し、現在位置や進行方向をグラフィカル表示させるほ
か、違和感のない走行経路を自動作成。

達成を証明する予定の書類（複数選択可）

仕様書 図面 設計書 写真 試験報告書 その他（●●●●）

性
能

・走行ログの取得：最大○○○ポイント以上記録
・ルート作成：通過点を毎分○○ポイント以上記録

・●●アプリと連携し、●●か所以上のログから走行
ルートを視覚的に確認する。
・●●●km以上の距離を走行させ、走行ログを●●
●ポイント以上取得することを確認する。

注意事項

申請書提出後、達成目標の変更はできません。

達成目標の達成が確認できなかった場合は事業完了とならず、助成金は交付されません。

「４ 新規性」、「５ 優秀性」の中から特長的な機能・性能を１つ以上（最大３つまで）選択し、「達成目標」として記入してくだ
さい。

達成目標は審査・検査の評価要素であるため、第三者がその内容を客観的に確認できるように記入してください。

それぞれの達成目標に対して、機能及び性能のどちらも記載してください。
「機能」…達成目標に設定する機能として、「備わっている働きや能力、定性的な性能など」を記載してください。
　　　　　　 ※助成事業期間内で検証可能な内容を具体的に記載してください。
「性能」…達成目標に設定する性能として、「上記機能を定量的に確認できる数値や指標」を記載してください。
      　　　 ※数値目標は「○○程度」などの表現は避け、「○○以上・以下」など明確に達成を判断できるものを
　　　　　　　　設定してください。

「４ 新規性」、「５ 優秀性」の中から特長的な機

能・ 性能を１つ以上（最大３つまで）選択し、

「達成目標」として記入してください。

達成目標を確認するための手段や条件、基

準や指 標、客観的な証明方法などを記載し

てください。
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　７．実現性

（１）　「６．開発・改良等の達成目標」を達成するために開発上想定される技術的課題と

　　　　その解決方法について、記載してください。

機能

性能

性能

解決方法

目標
１

目標
２

目標
３

機能

性能

技術的課題

機能

（２）　実用化に必要となる規格・認証等（必要な規格・認証等がある場合のみ記入）

前ページの「６．開発・改良等の達成目標」で記載した全ての達成目標について、開発上の技術

的課題と 想定される解決方法を記載してください。
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技術面での
得意分野

研究開発経歴

　８．開発体制

（１）　開発・改良等の社内外体制図、担当者の役割分担等について、以下の点も含めて記載してください

所属部署 役　職

　　　 ①研究開発の実施体制 （開発従事者、経理担当者等、社内の人員配置）
　　　 ②他企業との連携体制、役割分担、開発体制等
　　　 ③本研究開発における開発主担当者のかかわり方

　　　　 ※直接人件費・委託・外注費等、経費の支出に係る人員については、可能な限り記載してください。
　　　　 ※必要に応じて図などを用いて記載してください
　　　　 ※文字サイズ9pt以上、下枠内に収まるように記載してください

氏　名 在籍年数

（２）　統括管理者（開発主担当者）　※自社の役員又は従業員を記載してください。

自社の役員又は従業員を記載してください。

（１）の社内体制にも統括管理者を明記してください。

20



3 5 7 9 11 1 3 5

～～～～～～～～

4 6 8 10 12 2 4 6

(1) 全体仕様の検討 ○

(2) ●●の設計 ○ １・２

(3) ●●の加工 ▲ ▲

(4) ●●の組み立て ○ ○ ○ １

(5) 一次試作（パーツA） ○

(6) 一次試作（パーツB） ●

(7) 実証実験 ● ２ １ １

(8) 実証実験 ● ２

(9)

(10)

(11)

(12)

(13)

(14)

(15)

(16)

(17)

(18)

(19)

(20)

(21)

(22)

(23)

(24)

(25)

９．開発・改良等のスケジュール

No. 作業項目

　本事業の開始から完了に至る大まかな工程とその実施時期、使用する経費の番号を記載してください。
　・「作業項目」は、全体像がわかるように支出が発生しない作業も記載してください。
　・「実施時期」は、自社単独作業は「〇」、共同開発・共同研究は「●」、委託・外注等の他社作業は「▲」を記載してください。
　・「使用する経費の費用番号」は、「資金計画」の「２.資金支出明細」の各費用に記載した全ての支出番号について、作業項
　　目と紐付けて記載してください。
　　（例）原材料・副資材費　：　原-1、原-2、原-3 ・・・　　　　　機械装置・工具器具費　：　機-1、機-2、機-3 ・・・
　　　　　委託・外注費　：　委-1、委-2、委-3 ・・・　　　　　　　　 不動産賃借料　：　不-1、不-2、不-3　・・・

2026年 2027年

実施時期

2

使用する経費の
支出番号

原
材
料
・

副
資
材
費

機
械
装
置
・

工
具
器
具
費

委
託
・

外
注
費

不
動
産

賃
借
料

7

開発・改良の全体像が分かるよう、経費の発

生しない作業も可能な限り記載してください。

経費区分ごとに使用する経費の支出番号を記

載してください。

例えば、［委－１］を使用する場合、

「委託・外注費」の例に、”１”と記載してください。
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ア.

イ.

(ｱ) 調査データベース

(ｲ) 調査範囲

(ｳ) 調査対象期間

(ｴ)
検索キーワード、
検索式、ヒット件数

(ｵ) 調査実施者

ウ.

(ｱ) 特許公報等の番号

(ｲ) 特許等の概要

(ｳ) 本申請との相違点

出願人名 権利の種類
公開番号
登録番号
出願番号

出願状況
権利行使の

方法

●●　●● 特許権 ▲▲▲▲▲ 出願予定 所有

選択してください 選択してください 選択してください

選択してください 選択してください 選択してください

選択してください 選択してください 選択してください

選択してください 選択してください 選択してください

10．産業財産権（特許権、実用新案権、意匠権、商標権）

(1) 本事業に係る技術についての先行調査（特許権、実用新案権、意匠権、商標権）

特許情報プラットフォーム（J-PlatPat）等での先行調査を実施している 選択してください

実施した先行調査の概要（先行調査を実施した場合に記載）

先行調査により判明した関連特許等

(2) 本事業に必要な産業財産権（特許権、実用新案権、意匠権、商標権）について、下記表に記入してください。
　※出願又は保有している産業財産権、他社から実施許諾済又は予定の産業財産権のどちらも記載してください
　※当申請書一式において産業財産権の説明をする場合は、どの産業財産権を使用するか「産業財産権①」等のよう
　　 に明示してください。

産業財産権①

産業財産権②

産業財産権③

(3) 本助成事業の成果に関する産業財産権の出願

出願の予定を選択してください

産業財産権④

産業財産権⑤

選択して下さい

特許情報プラットフォーム（J-PlatPat）等での先行調査をした結果等をご記載ください。
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11．法令遵守、環境配慮、安全性確保への取り組み

本事業遂行にあたっての法令遵守、環境配慮、安全性確保への取り組み

12．補足

専門用語の解説（本助成事業において解説が必要な用語がある場合は記入してください）

記載しておきたい事項があれば、記載してください。

記載しておきたい事項があれば、記載してください。
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(1)　経費区分別内訳 （単位：円）

(2)　資金調達内訳 （単位：円）

資　　　金　　　計　　　画

ソフトウエア開発に係る工程及びソフトウエア以外の開発・改良等における設計工程に直接従事する人件費のみ申請ができま
す。助成金交付申請額は、500万円が上限となります。

「助成事業交付申請額」合計が上限の1,500万円を超える場合は、合計金額が赤文字で表示されます。
合計が1,500万円となるように、欄外表を使用し、いずれかの経費区分を調整してください。

「助成対象経費」には、「助成事業に要する経費」から消費税、振込手数料、通信費、光熱費等の間接経費を除いたものを記入し
てください。必要に応じて自動計算式を上書きして、手入力で調整してください。

「助成金交付申請額」とは、「助成対象経費」のうち、助成金の交付を希望する額で「助成対象経費」に助成率の２／３を乗じた金
額（千円未満切り捨て）で、かつ助成限度額以内となります。

その他
　

　

経　費　区　分
助成事業に要する経費

（税込）
【注1】【注2】

助成対象経費
（税抜）
【注3】

助成金交付申請額
(千円未満切捨)
【注4】【注5】

2,000,000 1,333,000

 　区　　　　　　　分　 資 金 調 達 金 額 調達先（名称等）

内
　
　
訳

363,000 330,000

2,666,000

16,382,600

(4)直接人件費【注6】

合　　　計

4,000,0004,400,000

銀 行 借 入 金 12,915,600 ●●銀行 内諾済

自　己　資　金 5,000,000

220,000

10,920,00017,915,600

(5)不動産賃借料【注7】

調達済

進捗状況等

【注8】 「助成事業に要する経費」と「資金調達金額」の合計が一致するように記入してください。

「助成事業に要する経費」には、当該開発・改良等を遂行するために必要な経費を記入してください。【注1】

【注3】

【注4】

【注2】
外貨建取引の場合は、見積日時点（見積書がない「原材料・副資材費」や「100万円未満の機械装置・工具器具費」の場合は申請
日時点）の当該外貨の為替レート（TTS）が客観的に確認できる資料を添付し、「助成事業に要する経費」欄は、[当該外貨におけ
る価格]×[見積日時点のTTS]で計算してください。

【注6】

【注5】

【注7】
製品等の試験・評価等（試験・評価サンプルの作製を含む）に必要な施設や場所等を新たに借りる場合に要する経費のみ申請
できます。助成金交付申請額は、250万円が上限となります。

内
 

訳

合　計 【注8】 17,915,600

役 員 借 入 金

(1)原材料・副資材費 

(2)機械装置・工具器具費

(3)委託・外注費

(6)その他助成対象外経費

2,200,000

9,900,000 9,000,000 6,000,000

701,0001,052,600 1,052,600

助成金交付申請額合計金額が助成上限金額である１，５００万円（共同申請の場合、３，０００

万円）を超過すると赤字（申請書上）となります。

赤字となった際は、１，５００円（共同申請の場合、３，０００万円）以下となるように欄外で各経

費区分を調整してください。

（１）の助成事業に要する経費の合計欄と（２）資金調達内訳合計欄記載金額の一致を確認してください。
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（単位：円）

支　出
番　号

品　名 仕　様 用　途
数量
(A)

単位
単価(B)
（税抜）

助成事業に
要する経費

（税込）

助成対象経費
(A)×(B)
（税抜）

購入企業名

原-1 ●●●● ●●●● ●●●● 500 kg 3,000 1,650,000 1,500,000 Ａ社

原-2 ▲▲▲▲ ▲▲▲▲ ▲▲▲▲ 20 本 25,000 550,000 500,000 Ｂ社

原-3 0 0

原-4 0 0

原-5 0 0

原-6 0 0

原-7 0 0

原-8 0 0

原-9 0 0

原-10 0 0

＜明細＞

(1) 原材料・副資材費

２．資金支出明細

　※試作品の一部として構成または組み込まれる部品等は、原材料・副資材費に計上してください。
　※試作金型に係る費用は「(2)機械装置・工具器具費」に計上してください。
　※「購入企業名」が未定の場合は、申請時点の候補先を記入してください。
　※行が足りない場合は、印刷範囲を広げて作成ください。

助成事業に要する経費 合計（税込）

助成対象経費 合計（税抜）

2,200,000

2,000,000

品名を入力すると、入力必要箇所が赤く表示されるので、全てご記載ください。
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(2) 機械装置・工具器具費

支　出
番　号

品　名 用　途

調
達
方
法

設
置
期
間

（
月
単
位

）

数量(A) 単位

購入単価
又は

リース料等
の合計
（税抜）

(B)

助成事業に
要する経費

（税込）

助成対象
経費

(A)×(B)
（税抜）

リース・
レンタル先

及び
購入企業名

機-1 ●●●● ●●●● 購入 1 台 6,000,000 6,600,000 6,000,000 Ｃ社

機-2 ▲▲▲ ▲▲▲ 購入 1 台 3,000,000 3,300,000 3,000,000 Ｄ社

機-3 0 0

機-4 0 0

機-5 0 0

機-6 0 0

機-7 0 0

機-8 0 0

機-9 0 0

機-10 0 0

　※リース・レンタルの場合は、助成実施期間内に使用する「月額料金」×「月数」が助成対象です。
　　(B)にリース・レンタル料を記入する際は、月額リース・レンタル料×月数の合計金額（税抜）を入力してください。
　※生産・量産を目的とした費用、運用・保守費用は助成対象外です。
　※試作金型に係る費用は「(2)機械装置・工具器具費」として下表に計上してください。
　※「リース・レンタル先及び購入企業名」が未定の場合は、申請時点の候補先を記入してください。
　　記載の企業からの変更は、正当な理由があれば採択後に所定の手続きを行うことで可能です。
　※行が足りない場合は、印刷範囲を広げて作成ください。

（単位：円）

助成事業に要する経費 合計（税込）

助成対象経費 合計（税抜）

＜明細＞

9,900,000

9,000,000

調達補法リストから選択すると、入力必要箇所が赤く表示されるので、全てご記載ください。
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＜機械装置・工具器具購入等計画書＞

支出
番号

機-1 購入品名 ●●●●●● 規　　格
（ﾒｰｶｰ、
型番等）

●●●●
設置場所 ●●事業所

　※「(2)機械装置・工具器具費」に計上した単価100万円（税抜）以上の物件（購入・リース・レンタル問わず）について、
　　支出番号ごとに記載してください。
　※単価100万円（税抜）以上の購入品は２社以上の見積書の提出が必要です（市販品の場合は価格表示のあるカタログ等の添付で可）。
　※表が足りない場合は、印刷範囲を広げて作成ください（印刷範囲を広げても記載欄が足りない場合は、シートごとコピーして対応下さい）。

調達予定時期 令和 9 年 4 月 契約金額

調達先

企 業 名 Ｃ社

代表者名 ●●　●● 電　　話 090-1234-5678

所 在 地 東京都●●市●●９－８－７

担当部署

6,600,000 円（税込）

●●●事業部 担当者名 ●●　●●

調達が必要な理由 組立にあたって必要であるため

見積金額

１社目 6,600,000 円（税込） ２社目 7,150,000 円（税込）

２社入手困難な理由

上記購入先は、自社と資本関係、役員または従業員の兼務、自社の代表者３親等以内の親族による経営ではない。 関連なし

支出
番号

機-2 購入品名 ▲▲▲ 規　　格
（ﾒｰｶｰ、
型番等）

所 在 地 東京都▲▲区▲▲９－８

担当部署 ▲▲▲▲部 担当者名 ▲▲　▲▲

▲▲▲
設置場所 ●●事業所

調達先

企 業 名 Ｄ社

代表者名 ▲▲　▲▲ 電　　話 03-9876-5432

契約金額 3,300,000 円（税込）

調達が必要な理由 開発を行う上で検査等で使用するため

見積金額

１社目 3,300,000 円（税込） ２社目

調達予定時期 令和 10 年 1 月

円（税込）

２社入手困難な理由
今回の開発において、Ｄ社の機械でないと測定ができず、またＤ社のみ当機
械を取り扱いしているため

上記購入先は、自社と資本関係、役員または従業員の兼務、自社の代表者３親等以内の親族による経営ではない。 関連なし

事業の実施スケジュールとの整合性をご確認ください。

２社見積もりが入手困難な場合には、２社入手困難な理由を必ず記載してください。
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(3) 委託・外注費

（単位：円）

支　出
番　号

委託・外注内容 数量(A) 単位
単価(B)
(税抜)

助成事業に
要する経費

（税込）

助成対象経費
(A)×(B)
（税抜）

企業名

委-1 ●●の検証 4 件 800,000 3,520,000 3,200,000 Ｅ社

委-2 ▲▲の検証 2 件 400,000 880,000 800,000 Ｅ社

委-3 0 0

委-4 0 0

委-5 0 0

委-6 0 0

委-7 0 0

委-8 0 0

委-9 0 0

委-10 0 0

＜明細＞

　※１契約毎に記載してください。
　※試作金型に係る費用は、委託・外注で製作する場合も「(2)機械装置・工具器具費」として計上してください。
　※「企業名」（委託・外注先）が未定の場合は、申請時点の候補先を記入してください。
　　記載の企業からの変更は、正当な理由があれば採択後に所定の手続きを行うことで可能です。
　※行が足りない場合は、印刷範囲を広げて作成ください。

助成事業に要する経費 合計（税込）

助成対象経費 合計（税抜）

4,400,000

4,000,000

契約（予定）毎に記載してください。

▼以下、ご留意ください。

・記載しているものを例とすると、【委-１】は単価は８００，０００円ですが、契約上は４件分まとめ

て行うため、１契約で３，５２０，０００円となります。この場合、２社見積もりが必要となります。

・【委-２】については、１契約で８８０，０００円となりますので、２社見積もりは不要となります。
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＜委託・外注計画書＞

●●検証

2 月

契約金額

代表者名

所 在 地

●●　●● 電　　　話

神奈川県●●市●●区１－２－３

担当部署

上記委託先は、自社と資本関係、役員または従業員の兼務、自社の代表者３親等以内の親族による経営ではない。 関連なし

選定理由 ●●●●●●●●●●

1

委託・外注内容 ●●検証

納品予定物 検査報告書

事業内容

納品予定物 検査報告書

支出番号 委-2 企 業 名 Ｆ社

選定理由 ●●●●●●●●●●

見積金額

１社目 3,520,000 円（税込） 円（税込）3,850,000

２社入手困難な理
由

関連なし上記委託先は、自社と資本関係、役員または従業員の兼務、自社の代表者３親等以内の親族による経営ではない。

1

3,520,000 円（税込）

月 ～ 令和 10 年

委託・外注内容 ●●検証

支出番号 委-1 企 業 名 Ｆ社

２社目

代表者名 044-123-4567電　　　話●●　●●

所 在 地 神奈川県●●市●●区１－２－３

担当部署 担当者名●●部 ●●　●●

事業内容 ●●検証

2 月

契約金額

契約期間 令和 10 年

044-123-4567

●●部 担当者名 ●●　●●

見積金額

１社目 880,000 円（税込） ２社目 円（税込）

２社入手困難な理
由

～ 令和 10 年契約期間 令和 10

880,000 円（税込）

月年

　※「(3)委託・外注費」に計上した全ての項目について、支出番号ごとに記載してください。
　※100万円（税抜）以上の経費は、２社以上の見積書の提出が必要です。
　※表が足りない場合は、印刷範囲を広げて作成ください（支出項目が20件を超える場合は、シートごとコピーして対応下さい）。

シート２２に記載した委託・外注先について、全項目ご記載してください。
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(4) 直接人件費①

支出
番号

従事者氏名 所属/役職 保有資格・経験
従事
時間
(A)

時間単価
(B)

助成事業に
要する経費

助成対象経費
(A)×(B)

人-1 ●●　●●
技術設計課／
主任

開発歴１０年 190 3,190 606,100 606,100

人-2 ▲▲　▲▲ 技術設計課 開発歴６年 190 2,350 446,500 446,500

人-3 0 0 0

人-4 0 0 0

人-5 0 0 0

人-6 0 0 0

人-7 0 0 0

人-8 0 0 0

人-9 0 0 0

人-10 0 0 0

人-11 0 0 0

人-12 0 0 0

人-13 0 0 0

人-14 0 0 0

人-15 0 0 0

　※直接人件費の交付申請額の上限は全体で500万円です。
　※時間単価は募集要項の「人件費単価一覧表」の額を適用してください。
　※行が足りない場合は、印刷範囲を広げて作成ください。

（単位：円）

助成対象経費 合計（税抜）

＜明細＞

助成事業に要する経費 合計（税込） 1,052,600

1,052,600

募集要項の「人件費単価一覧表」をご確認ください。

助成金交付申請額の上限は５００万円（共同申請の場合、１，０００万円）となります。

１人につき８時間、年間１，８００時間が上限となります。
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(4)直接人件費②

作業項目

3 5 7 9 11 1 3 5

～～～～～～～～

4 6 8 10 12 2 4 6

(1) 全体仕様の検討 10 10

(2) ●●の設計 20 20

(3) ●●の加工 0

(4) ●●の組み立て 20 20 20 60

(5) 一次試作（パーツA） 30 30

(6) 一次試作（パーツB） 30 30

(7) 実証実験 20 20

(8) 実証実験 20 20

(9) 0

(10) 0

(11) 0

(12) 0

(13) 0

(14) 0

(15) 0

(16) 0

(17) 0

(18) 0

(19) 0

(20) 0

(21) 0

(22) 0

(23) 0

(24) 0

(25) 0

190作業時間総合計

製造

製造

製造

製造

検査・検証

検査・検証

2026年 2027年

2 7

設計

設計

※直接人件費対象者ごとに作業スケジュール上、どの工程に何時間発生する見込みであるかを記載してください。
※作業項目別・実施時期別に直接人件費助成対象の作業が何時間発生するか見積時間数を記入してください。
※助成対象外となる作業時間は入力しないでください。
※本シートは、「９.開発・改良等のスケジュール」と連動しています。必要に応じてスケジュールの見直しを行ってください。
※初期設定では、３人分の明細が印刷される印刷範囲の設定をしています。４人以上の申請をされる場合は、適宜、印刷範囲を拡張してくだ
さい。

支出
番号

人-1
従事者
氏名

●●　●●

No. 作業項目 工程区分

実施時期

作業
時間
小計

シート１５において、委託・外注等の他社作業として「▲」を入力した箇所は黄色網掛にな

りませんが、募集要項の「工程と作業概要」をご確認いただき、助成対象経費の要件を

満たすものであれば申請が可能です。
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(5) 不動産賃借料

支出
番号

賃借施設名
賃借目的

・用途

所在地
（市区町村ま

で）

延床
面積
（㎡）

契約予定先
事業者名

賃借
開始月
（年月）

賃借
月数
(A)

月額賃料
（税抜）

(B)

助成事業に
要する経費

（税込）

助成対象経
費

（税抜）
(A)×(B)

不-1 Ａ事業所 検証
東京都●●
区●●

90㎡ Ｇ不動産 令和９年１２月 3 110,000 363,000 330,000

不-2 0 0

不-3 0 0

不-4 0 0

不-5 0 0

不-6 0 0

不-7 0 0

不-8 0 0

不-9 0 0

不-10 0 0

（単位：円）

　※月額賃料は実証実験等で実際に使用する部分のみ計上してください。
　　算定式：（契約部分全体の月額賃料）×（使用部分の面積）／（契約部分全体の面積）
　※敷金・礼金・仲介料・共益費等は助成対象外です。
　※実証実験等の実施に必要な機器・設備等のレンタル・使用料は、「(2)機械装置・工具器具費」に計上してください。
　※実証実験等を委託・外注する費用は「(3)委託・外注費」に計上してください。
　※枠に収まらない場合は行の高さを変更してください。

助成事業に要する経費 合計（税込）

助成対象経費 合計（税抜）

＜明細＞

363,000

330,000

助成対象期間中に賃貸借契約を新たに締結するものが対象となります。

※賃借した施設のうち、本事業で実際に使用している部分に限り対象となりますので、現地調

査をさせていただくことがありますので、予めご了承ください。

助成金交付申請額は２５０万円（共同申請の場合、５００万円）が上限となります。
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(6) その他:助成対象外となる経費を記載

支出
番号

数量
(A)

単位
単価

（税抜）
(B)

助成事業に
要する経費

（税込）

他-1 0

他-2 0

他-3 0

他-4 0

他-5 0

他-6 0

他-7 0

他-8 0

他-9 0

他-10 0

助成事業に要する経費 合計（税込）

＜明細＞

0

　※枠に収まらない場合は行の高さを変更してください。

（単位：円）

経費名 経費内容

本助成事業の対象にはならない経費があれば記載してください。
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